（連合）政策ニュースレター第434号

引き続き公定価格等の議論

子ども・子育て会議基準検討部会（第７回）報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

子ども・子育て会議基準検討部会の第７回会合が2013年11月15日、中央合同庁舎第４号館内会議室で開催され、引き続き公定価格等について議論が行われた。連合から高橋・副事務局長が出席した。

１．公定価格について

　事務局より基本的な考え方や、認定区分や年齢等との関係での検討の視点等について、前回の議論を踏まえた修正案が示され、議論が行われた。

　高橋委員は以下の意見を述べた。

•「公定価格の設定に当たっての基本的な考え方」について、人件費部分は積み上げ方式で事業費・管理費等は包括的な報酬体系とする「例３」は実務的に可能なのか。なお、利用者側からすると、人件費部分だけでなく、事業費・管理費等も公定価格がいくらで、実際にいくら充てられているかを知りたいはずである。公費であるだけに、やはりそのような透明性が必要であり、その点からすればすべてを積み上げ方式とする「例１」が望ましいのではないか。その上で、人件費部分については、積み上げ方式を前提とした上で、職員の経験や能力発揮、生計費等を考慮した一定の賃金上昇を担保する水準を設定すべき。

•「保育標準時間・保育短時間の区分」を設けるとするならば、例えば短時間保育と地域子ども・子育て支援事業を組み合わせて実施するケースにおいて、保育標準時間の公定価格と遜色ない運営費を保障するなど、保育施設が積極的にパート労働者の利用者を受け入れ、かつ運営に支障を来さないような工夫を行うべき。

　なお、委員からの他の主な発言は以下のとおり。

•人件費は積み上げ方式とし、固定費は包括的な報酬体系とする「例３」は理解できる。人件費は勤務年数が関係するので積み上げ方式がよい。

•包括的な報酬体系だと人件費が明示されず、事業者の判断で設定されてしまい、施設間格差が見えづらい。一方、積み上げ方式だと見えやすく、一人ひとりの処遇を改善しやすいし、配置基準の上乗せもしやすくなる。

•公定価格は質の確保のため、処遇改善とセットで議論することが重要。保育士が経験を積み重ねる中でキャリアアップできる仕組みとすべき。

•私学の独自性は保障すべきで、上乗せ負担の上限は求めるべきでない。

•小規模保育の区分について、２区分案を支持する。なお、マンション等住居利用の場合は「６人～12人、13～19人」の区分が現実に即している。

•障がい児の程度に応じたきめ細やかな加算の仕組みを検討すべき。

•定員規模だけでなく、子どもの生活時間に対応した配置基準も考慮すべき。11時間の開所時間に対応できる配置に応じた公定価格の積算が必要。

•事業所内保育事業について、従業員の子どもと地域住民の子どもが同じ施設で同じサービスを受ける中、両者に差をつけるかが論点となるが、同じ年齢で必要経費も同じなので差をつける理由はない。

•地域区分について、当面国家公務員の地域手当の区分を使用せざるを得ないにしても、地域事情は異なるので、今後理想的な区分を検討すべき。

•配置基準の年齢区分については、１～２歳児を１:５、３歳児を１:25とすることを検討すべき。

２．幼保連携型認定こども園の認可基準について

　事務局より認可基準に関する個別論点ごとに、前回の会合までの議論を踏まえた対応方針案が示され、議論が行われた。

　高橋委員は以下の意見を述べた。

•「基本的な考え方」で「『単一の施設』として…『単一の基準』とする」とある以上、未来永劫ダブルスタンダードが残るのは好ましくない。公定価格を複数設定するのも現実的ではない。したがって、移行特例は明確に期限を区切るべき。

　なお、委員からの他の主な発言は以下のとおり。

•移行特例は質を低下させない前提で考えるべき。ただ、移行は促進しなければならないので、移行特例は５年など期限を区切るべき。

•保育教諭は常勤とすることを支持する。

•短時間勤務の配置基準上の扱い（常勤換算方法）は時間帯で偏りがないような設定とすべき。

•調理室等については、幼稚園・保育所を含めてすべての施設で備えるべき。アレルギーや偏食対応、食育推進のためには自園調理が望ましい。

•食事の提供について、財源がないからといって外部搬入を新たな幼保連携型認定子ども園に認めるとすれば疑問である。

•食事の提供について、学級編成の観点から１号認定の子どもと２号認定の子どもで差は付けるべきでない。

•３歳以上も自園調理を原則とすべき。保育所では職員たちが楽しい雰囲気をつくり、子どもたちが同じものを食べられるように努力している。なお、この点で、できれば栄養士は必置とすべきで、加算も検討すべき。

•園舎の階数について、２階建以下を原則としつつ３階建以上も可とされているが、日本が地震の活動期に入っている中で、３～５階にいる子どもを限られた職員で避難させられるのかという視点で考えるべき。

•園舎の階数について、３階建以上は認めるべきでないという意見があったが、近くに避難できる高地がない場合はどうするのか。

•園庭について、新設の場合は同一敷地内か隣接する位置とのことだが、今後都市部を中心に施設をつくろうとしていく中でその基準では難しい。

•職員配置基準（学級編成基準）については、保育の必要性の認定を受けた子どもも受けない子どもも一体的に編成することが大事。

•健康診断について、１号認定の子どもは年１回でよい。財源があるなら職員の処遇改善やゆとりある保育に振り向けるべき。

•健康診断について、子どもの年齢によっては複数回の健康診断を通じて保育士と看護師がコミュニケーションをとることが極めて重要。

•預かり保育は地域子ども・子育て支援事業との整理が必要。

•運営状況評価について、第三者評価を受ける際の費用負担が課題。

３．地域型保育について

　事務局より小規模保育事業以外の家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業の認可基準に関する個別論点ごとに、前回の会合までの議論を踏まえた対応方針案が示された（議論は次回以降）。

４．地域子ども・子育て支援事業について（放課後児童クラブ等）

　事務局より2013年11月11日の第６回放課後児童クラブの基準に関する専門委員会に提出された資料をもとに、職員の資格や児童の規模の集団等に関する論点等が示され、議論が行われた（さらなる議論は次回以降）。

　委員からの主な発言は以下のとおり。

•今後の方向性について、量の点で言えば、保育所の５歳児や幼稚園の預かり保育利用者が希望している。膨大な数だが、それらを６年間引き受ける体制を整えるための財源を確保する覚悟はあるのか。

　次回は第８回子ども・子育て会議ならびに第８回子ども・子育て会議基準検討部会が2013年11月25日に開催される。

以上
